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制度（コンセッション方式）、DB（Design Build）、DBO（Design Build & Operate）、
包括的管理委託、指定管理者制度、民設公営、民設民営等のインフラ整備や公共サービ
ス部門が主であったが、本論文においては「社会的課題解決型PPP」として、PPPの新
しいあり方を提示し、実際にフードデザート地域において、一定の政策的効果があるこ
とを検証している点にある。現在、地方財政の逼迫化が進んでおり、本理論を適用して
いくことにより、様々な社会的課題の解決や福祉領域にも、財政支出への依存度の低い「共
助」型の政策展開が可能であることを理論的、実証的に示した点、評価できる。
― 14 ―
（２）　フードデザート地域におけるライドシェアリングの有効性を検証したことである。
天塩町では、１年間で173名の高齢者が天塩町相乗り交通を利用している。これは、65歳
以上の町民の12％を占めており、利用者も微増傾向にある。「天塩町相乗り交通」の利用
者は、高齢の方で、単身、若しくは高齢者夫婦であり、免許を返納したか、夫婦共に運
転できないか、若しくは車を所有していない方で、移動に困っている方が圧倒的多数で
あり、住民の意見として、「助かっている」「この仕組があったおかげで、ここに生活し
続けることができる」という声が多数届いており、一回使った方は、かなりの確率でリ
ピーターになっていることを明らかにした。また、従来型追加輸送と比較し、自治体に
よる負担は軽減されている。公共交通機関にて追加輸送した場合、同町の試算によると
年間約2,626万円だったのが、ライドシェアリングを活用した場合、運営費用は約年間100
万円となり、公共政策としての有効性を検証した点、他の先行研究には見られない新規性、
独自性を有している点、評価できる。
（３）　フードデザート地域におけるライドシェアリング導入の課題が抽出されたことで
ある。天塩町のライドシェアリング実証実験では、少数のドライバー（２～３人）に過
度に依存しているのが現状であり、ドライバー不足が深刻な課題となっている。国土交
通省は、ドライバーへ支払われる同乗者１人当たりのガソリン代、道路通行料の負担額
が実際の運送のために生じるガソリン代と道路通行料の範囲内の金銭の収受である場合、
ドライバーの行為は道路運送法に規定する旅客自動車運送事業に該当せず、同法上の許
可や登録は不要としている。天塩町は、グレーゾーン解消制度の成果に基づき相乗り事
業を展開しているため、ドライバーは、実費相当分（ガソリン代）のみしか報酬を受け
取ることができない厳格なルールで運用されており、ドライバーのインセンティブが低
いことが明確な課題となっていることを分析している。天塩町は、ドライバー増加に向
けたインセンティブとして、国（国土交通省）への働きかけ（要望の提出）、ドライバー
への費用補助、表彰制度（町民・事業者）、ドライブ登録手続の簡素省力化等に取り組ん
でいるが、現状、ドライバーの増加に向けて顕著な実績を上げることはできておらず、
規制緩和が待たれる状況にある点を明らかにしている。過疎地域においては、都会とは
全く違った事情、困難があり、また、既得権益との関係も、都会とは全く違うというこ
とである。北海道天塩町のように、既得権益との軋轢が生ずることなく、また宅配便企
業がライドシェアリングと連携したいという要望も出ている状況である。過疎地域には
過疎地域に合った形での規制緩和のあり方を展開し、社会的課題解決型PPP政策を展開
していくことが政策的に有効であることを示唆している点、独自性、新規性が高く、評
価できる。
　以上の諸点から、審査員一同は、黒川智紀氏が博士（政策研究）の学位を授与される
べき資格を十分有していると判断する。
